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【報告第１号】  

令和５年度滝沢市国民健康保険特別会計補正予算（第３号）につい

て  

 

 
１  歳入     ６７３万４千円の減額補正  

４款：県支出金                                    

・補正額は４１０万４千円の減。内容は、保健師等の会計年度任用職員人件費の減額補正

に係る特別交付金の減額です。  

 

６款：繰入金                                    

・補正額は２６３万円の減。内容は、職員人件費補正に係る職員給与費等繰入金の減額で

す。 

 

２  歳出     ６７３万４千円の減額補正  

１款：総務費                                    

・補正額は２６３万円の減。内容は、職員人件費の減額です。 

 

５款：保健事業費                                    

・補正額は４１０万４千円の減。内容は、保健師等の会計年度任用職員人件費の減額です。 
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【議題第１号】  

令和５年度滝沢市国民健康保険特別会計補正予算（第４号）につい

て  

 

 
１  歳入     １億２，２１１万１千円の減額補正  

１款：国民健康保険税                                  

・補正額は２８０万円の増。内容は、滞納繰越分の増額です。  

 

３款：国庫支出金                                  

・補正額は２２万１千円の増。内容は、災害臨時特例補助金（東日本大震災分）及び出産

育児一時金臨時補助金の増額です。  

 

４款：県支出金                                   

・補正額は１億２，４９１万９千円の減。主な内容は、歳出予算の保険給付費の減額に伴

う普通交付金１億１，８９９万２千円の減額です。  

・保険給付費の減額の内容は、「２  歳出」の「２款 保険給付費」に記載の通りです。  

・普通交付金とは、市町村が医療機関に支払う医療給付等の負担額に応じて交付される交

付金です。  

 

５款：財産収入                                   

・補正額は７千円の増。内容は、財政調整基金利子の増額です。  

 

６款：繰入金                                    

・補正額は２７１万８千円の増。内容は、財政調整基金繰入金１，２６５万９千円の増額、

一般会計繰入金９９４万１千円の減額です。  

 

８款：諸収入                                    

・補正額は２９３万８千円の減。主な内容は、一般被保険者延滞金４００万円の減額、一

般被保険者返納金１０１万４千円等の増額です。  

・一般被保険者返納金は、国保資格喪失後の国保給付等（不当利得）について、保険者間

調整や世帯主に返還請求を行い納付された返納金であり、補正予算編成時点で調定済みの

額を補正後予算額として計上しています。  
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２  歳出    １億２，２１１万１千円の減額補正  

１款：総務費                                    

・補正額は９１万４千円の減。内容は、職員人件費１４万８千円、一般行政事務７６万６

千円の減額です。  

 

２款：保険給付費                                  

・補正額は１億２，３１３万円の減。主な内容は、一般被保険者療養給付費１億３，６１

９万３千円の減額、一般被保険者高額療養費２，１４６万４千円の増額です。  

 

５款：保健事業費                                  

・補正額は６７９万３千円の減。主な内容は、特定健康診査等事業６４５万３千円の減額

で、主な内訳は、会計年度任用職員人件費が７１万３千円の減、特定健診の委託料が５４

８万３千円の減です。  

 

８款：諸支出金                                   

・補正額は８７２万６千円の増。内容は、保険給付費等交付金償還金の増額で、特定健康

診査等負担金に係る過年度返還金等です。 
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【議題第２号】 

令和６年度滝沢市国民健康保険事業計画について  

 
国民健康保険事業計画については、法令等に策定規定があるものではなく、県の指導監

査において策定するよう指導を受け、策定しています。 

以下の内容について別添のとおり計画を策定しています。  

 

１ 滝沢市国民健康保険事業計画の目的  

２ 滝沢市国民健康保険の現状について  

３ 保険税水準の統一について  

４ 国保の財政見通し  

５ 事業計画の基本方針 

６ 主な取組  
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【議題第３号】  

令和６年度滝沢市国民健康保険特別会計当初予算について  

 

 
１  歳入     ４４億５，０５４万３千円  

１款：国民健康保険税                                

・７億７，５２１万１千円。   対前年度  △２，８３８万５千円    △３．５％ 

・現年課税分は７億４，９４０万８千円、前年度に対して額にして２，６９８万２千円、

率にして３．５％の減で、収入歩合は９５．０％と前年度と同率を見込んでいます。主に

被保険者数の減少によるものです。  

・滞納繰越分は２，５８０万３千円、前年度に対して額にして１４０万円、率にして５．

１％の減です。  

 

２款：使用料及び手数料                               

・３０万１千円。        対前年度 ０ 

・主な内容は、督促手数料３０万円、前年度同額です。  

 

３款：国庫支出金                                  

・１千円。          対前年度 ０ 

・内容は、災害臨時特例補助金１千円の予算科目計上、前年度同額です。  

 

４款：県支出金                                   

・３２億７，３４８万９千円。  対前年度  △３億７，６５１万６千円  △１０．３％ 

・主な内容は、普通交付金３１億９，９１４万１千円、前年度に対して額にして３億７，

７０６万１千円、率にして１０．５％の減、特別交付金７，４３４万７千円、前年度に対

して額にして５４万５千円、率にして０．７％の増です。  

・普通交付金とは、療養の給付、療養費、高額療養費等の市町村国保の負担額に応じて交

付される交付金で、予算計上額は県の算出額です。対象経費は、保険給付費のうち、１項

の療養諸費（審査支払手数料は除く）と２項の高額療養費、３項の移送費です。特別交付

金とは、市町村国保の財政状況やその他の特殊要因事務事業の取組状況に応じて交付され

る交付金です。  

 

５款：財産収入                                   

・１千円。          対前年度 ０ 

・内容は、利子及び配当金１千円の予算科目計上、前年度同額です。 
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６款：繰入金                                    

・３億９，２５３万２千円。  対前年度 △３，５３１万４千円    △８．３％ 

・内容は、一般会計繰入金３億５，４６４万４千円、前年度に対して額にして４，４００

万３千円、率にして１１．０％の減、基金繰入金３，７８８万８千円、前年度に対して額

にして８６８万９千円、率にして２９．８％の増です。一般会計繰入金の減の理由として

は、これまで国保特別会計から支出していた職員人件費について、一般会計から支出する

こととなったため、職員人件費分の一般会計からの繰入金は不要となったためです。  

 

７款：繰越金                                    

・１千円。          対前年度 ０ 

・内容は、前年度繰越金１千円の予算科目計上、前年度同額です。  

 

８款：諸収入                                    

・９００万７千円。      対前年度 △２５０万円    △２１．７％ 

・主な内容は、延滞金９００万１千円、前年度に対して額にして２５０万円、率にして２

１．７％の減です。 
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２  歳出    ４４億５，０５４万３千円  

１款：総務費                                    

・３，６７０万１千円。    対前年度 △３，５５１万円    △４９．２％ 

・主な内容は、一般管理費、連合会負担金の２，９９４万１千円、前年度に対して額にし

て３，５８３万８千円、率にして５４．５％の減です。これまで国保特別会計から支出し

ていた職員人件費について、一般会計から支出することとなったため、一般管理費が減と

なっています。  

 

２款：保険給付費                                  

・３２億２，１５８万８千円。 対前年度 △３億７，９２９万１千円  △１０．５％ 

・主な内容は、療養給付費２７億９２３万円、前年度に対して額にして４億３１９万７千

円、率にして１３．０％の減、療養費１，９５５万２千円、前年度に対して額にして３８

６万円、率にして１６．５％の減、高額療養費４億７，０００万円、前年度に対して額に

して３，０００万円、率にして６．８％の増です。歳入で説明したとおり、保険給付費の

うち１項の療養諸費（審査支払手数料は除く）と２項の高額療養費、３項の移送費は、実

際に支払った全額が県から普通交付金として交付されます。予算計上額は県の算出額です。 

 

３款：国民健康保険事業費納付金                           

・１０億７，７８５万２千円。 対前年度 △４，０３１万２千円   △３．６％ 

・内容は、医療給付費分６億９，５７２万４千円、前年度に対して額にして３，２０１万

２千円、率にして４．４％の減、後期高齢者支援金等分２億９，１６６万円、前年度に対

して額にして４８９万３千円、率にして１．６％の減、介護納付金分９，０４６万８千円、

前年度に対して額にして３４０万７千円、率にして３．６％の減です。  

・国民健康保険事業費納付金とは、平成３０年度の国保広域化によって、市町村国保がそ

れぞれ医療給付費を国保税で賄う仕組みから岩手県全体で賄う仕組みになったことから、

県は国の示した確定計数により県内国保の医療費推計を行い、被保険者数や世帯数、所得

の割合に応じて各市町村国保の負担分として割り振りし、市町村国保は県に納付するもの

です。予算計上額は、県の算出額です。  

 

４款：保健事業費                                  

・７，９９０万８千円。    対前年度 １，２１９万９千円  １８．０％ 

・保健衛生普及費は１４４万７千円、前年度に対して額にして８万１千円、率にして５．

３％の減です。本事業では、医療費の適正化を目的に、被保険者世帯の医療費の状況につ

いてのお知らせを年１回送付するとともに、ジェネリック医薬品の普及のためのお知らせ

を年３回送付します。  

・疾病予防費は１，４０６万５千円、前年度に対して額にして７０万３千円、率にして５.

３％の増です。うち、疾病予防事業は９１９万円、前年度に対して額にして５８万円、率

にして６．７％の増です。主に会計年度任用職員人件費の増です。本事業では、疾病の早
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期発見や健康づくりに対する意識の醸成のための保健師等による訪問指導等や国保被保険

者の人間ドック受診者に対する費用助成を行います。また、若年者健康診査助成事業は４

８７万５千円、前年度に対して額にして１２万３千円、率にして２．６％の増です。主に

会計年度任用職員人件費の増です。本事業では、健康状態を把握する機会の少ない１９歳

以上３９歳以下の若い世代に健康に対する関心を高めることを目的に、健診受診の機会を

提供するため８，０００円を限度に費用助成を行います。  

・特定健康診査等事業は６，４３９万６千円、前年度に対して額にして１，１５７万７千

円、率にして２１．９％の増です。主に、特定健診委託料の増で、受診率６０％として予

算計上しております。本事業では、４０歳以上の国保被保険者を対象として、生活習慣病

とその予備群を早期に発見し、疾病予防と改善に努めるとともに医療費の適正化を図るこ

とを目的として、厚生労働省令で定められている基準により健康診査を行い、保健指導を

実施します。  

 

５款：基金積立金                                  

・１千円。          対前年度 ０ 

・内容は、国民健康保険事業財政調整基金積立金１千円の予算科目計上、前年度同額です。 

 

６款：公債費                                    

・１万円。          対前年度 ０ 

・内容は、一時借入金利子１万円、前年度同額です。  

 

７款：諸支出金                                   

・４４８万３千円。      対前年度 ２０万円      ４．７％  

・主な内容は、一般被保険者保険税還付金４４０万円です。 

 

８款：予備費                                    

・３，０００万円。      対前年度 ０ 

・保険給付費の不足に備えて予算計上するもので、前年度同額です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【報告第２号】滝沢市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の専

決処分について  

 

滝沢市国民健康保険税条例の一部を改正する条例案要綱  

 

第１ 改正の趣旨  

全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部を改

正する法律（令和５年法律第３１号）が令和５年５月１９日に、全世代対応型の持続

可能な社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部を改正する法律の一部の施

行に伴う関係政令の整備に関する政令（令和５年政令第２４３号）が令和５年７月２

０日にそれぞれ公布され、国民健康保険税の改正部分については令和６年１月１日か

ら施行されることに伴い、滝沢市国民健康保険税条例（平成２５年滝沢村条例第２９

号）の一部を改正するものである。  

 

第２ 改正内容  

（１）子育て世帯の負担軽減、次世代育成支援等の観点から、出産する国民健康保険被保

険者に係る産前産後期間の４カ月間（多胎妊娠の場合は６カ月間）の保険税を減額す

る措置を創設すること。（第２３条第３項関係） 

（２）出産被保険者に係る届出について規定すること。（第２４条の３関係）  

  

第３ 施行期日等  

（１）施行期日  

この条例は、令和６年１月１日から施行する。  

（２）適用区分  

改正後の滝沢市国民健康保険税条例の規定は、令和５年度分の国民健康保険税のう

ち令和６年１月以後の期間に係るもの及び令和６年度以後の年度分の国民健康保険税

について適用し、令和５年度分の国民健康保険税のうち令和５年１２月以前の期間に

係るもの及び令和４年度分までの国民健康保険税については、なお従前の例による。  
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   滝沢市国民健康保険税条例の一部を改正する条例  

 滝沢市国民健康保険税条例（平成２５年滝沢村条例第２９号）の一部を次のように改正

する。 

 第２３条に次の１項を加える。  

３ 国民健康保険税の納税義務者の世帯に地方税法施行令第５６条の８９第４項に規定す

る出産被保険者（以下「出産被保険者」という。）が属する場合における当該納税義務

者に対して課する所得割額及び被保険者均等割額（第１項に規定する金額を減額するも

のとした場合にあっては、その減額後の被保険者均等割額）は、当該所得割額及び被保

険者均等割額から、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額を減額

して得た額とする。  

（１）国民健康保険の出産被保険者に係る基礎課税額の所得割額  当該出産被保険者につ

き第３条の規定により算定した所得割額の１２分の１の額に、当該出産被保険者の出

産の予定日（地方税法施行規則第２４条の３０の５に定める場合には、出産の日。以

下同じ。）の属する月（以下「出産予定月」という。）の前月（多胎妊娠の場合には

、３月前）から出産予定月の翌々月までの期間（以下「産前産後期間」という。）の

うち当該年度に属する月数を乗じて得た額  

（２）国民健康保険の出産被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額  当該出産被保

険者につき第４条の規定により算定した被保険者均等割額（第１項に規定する金額を

減額するものとした場合にあっては、その減額後の被保険者均等割額）の１２分の１

の額に、当該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗じて得た

額 

（３）国民健康保険の出産被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の所得割額  当該出

産被保険者につき第６条の規定により算定した所得割額の１２分の１の額に、当該出

産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗じて得た額  

（４）国民健康保険の出産被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険者均等割額  

   当該出産被保険者につき第７条の規定により算定した被保険者均等割額（第１項に

規定する金額を減額するものとした場合にあっては、その減額後の被保険者均等割額

）の１２分の１の額に、当該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月

数を乗じて得た額  

（５）国民健康保険の出産被保険者に係る介護納付金課税額の所得割額  当該出産被保険

者につき第８条の規定により算定した所得割額の１２分の１の額に、当該出産被保険

者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗じて得た額  

（６）国民健康保険の出産被保険者に係る介護納付金課税額の被保険者均等割額  当該出

産被保険者につき第９条の規定により算定した被保険者均等割額（第１項に規定する

金額を減額するものとした場合にあっては、その減額後の被保険者均等割額）の１２

分の１の額に、当該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗じ

て得た額  

 第２４条の２の次に次の１条を加える。  

（出産被保険者に係る届出）  

第２４条の３  国民健康保険税の納税義務者は、出産被保険者が世帯に属する場合には、
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次に掲げる事項を記載した届書を市長に提出しなければならない。  

（１）納税義務者の氏名、住所、生年月日及び個人番号（行政手続における特定の個人を

識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）第２条第５項

に規定する個人番号をいう。以下同じ。）  

（２）出産被保険者の氏名、住所、生年月日及び個人番号  

（３）出産の予定日  

（４）単胎妊娠又は多胎妊娠の別  

（５）その他市長が必要と認める事項  

２ 前項の届書の提出に当たり、当該納税義務者は、次に掲げる書類を添えなければなら

ない。 

（１）出産の予定日を明らかにすることができる書類  

（２）多胎妊娠の場合には、その旨を明らかにすることができる書類  

（３）出産後に前項に規定する届出を行う場合には、出産した被保険者と当該出産に係る

子との身分関係を明らかにすることができる書類  

３ 第１項の規定による届出は、出産被保険者の出産の予定日の６月前から行うことがで

きる。 

４ 第１項の規定にかかわらず、市長が、当該出産被保険者について同項各号に掲げる事

項及び第２項各号に掲げる書類において明らかにすべき事項を確認することができる場

合は、第１項の規定による届出を省略させることができる。  

   附 則 

 （施行期日）  

１ この条例は、令和６年１月１日から施行する。  

 （適用区分）  

２ この条例による改正後の滝沢市国民健康保険税条例の規定は、令和５年度分の国民健

康保険税のうち令和６年１月以後の期間に係るもの及び令和６年度以後の年度分の国民

健康保険税について適用し、令和５年度分の国民健康保険税のうち令和５年１２月以前

の期間に係るもの及び令和４年度分までの国民健康保険税については、なお従前の例に

よる。 
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滝沢市国民健康保険税条例の一部を改正する条例新旧対照表  

現   行 改 正 後 

（国民健康保険税の減額） （国民健康保険税の減額） 

第２３条 略 第２３条 略 

２ 略 ２ 略 

 ３ 国民健康保険税の納税義務者の世帯に地

方税法施行令第５６条の８９第４項に規定

する出産被保険者（以下「出産被保険者」

という。）が属する場合における当該納税

義務者に対して課する所得割額及び被保険

者均等割額（第１項に規定する金額を減額

するものとした場合にあっては、その減額

後の被保険者均等割額）は、当該所得割額

及び被保険者均等割額から、次の各号に掲

げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定め

る額を減額して得た額とする。 

 （１）国民健康保険の出産被保険者に係る基

礎課税額の所得割額 当該出産被保険者

につき第３条の規定により算定した所得

割額の１２分の１の額に、当該出産被保

険者の出産の予定日（地方税法施行規則

第２４条の３０の５に定める場合には、

出産の日。以下同じ。）の属する月（以

下「出産予定月」という。）の前月（多

胎妊娠の場合には、３月前）から出産予

定月の翌々月までの期間（以下「産前産

後期間」という。）のうち当該年度に属

する月数を乗じて得た額 

 （２）国民健康保険の出産被保険者に係る基

礎課税額の被保険者均等割額 当該出産

被保険者につき第４条の規定により算定

した被保険者均等割額（第１項に規定す

る金額を減額するものとした場合にあっ

ては、その減額後の被保険者均等割額）

の１２分の１の額に、当該出産被保険者

の産前産後期間のうち当該年度に属する

月数を乗じて得た額 

 （３）国民健康保険の出産被保険者に係る後

期高齢者支援金等課税額の所得割額 当

該出産被保険者につき第６条の規定によ

り算定した所得割額の１２分の１の額に

、当該出産被保険者の産前産後期間のう

ち当該年度に属する月数を乗じて得た額 

 （４）国民健康保険の出産被保険者に係る後

期高齢者支援金等課税額の被保険者均等

割額 当該出産被保険者につき第７条の

規定により算定した被保険者均等割額（

第１項に規定する金額を減額するものと

した場合にあっては、その減額後の被保

険者均等割額）の１２分の１の額に、当

該出産被保険者の産前産後期間のうち当
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現   行 改 正 後 

該年度に属する月数を乗じて得た額 

 （５）国民健康保険の出産被保険者に係る介

護納付金課税額の所得割額 当該出産被

保険者につき第８条の規定により算定し

た所得割額の１２分の１の額に、当該出

産被保険者の産前産後期間のうち当該年

度に属する月数を乗じて得た額 

 （６）国民健康保険の出産被保険者に係る介

護納付金課税額の被保険者均等割額 当

該出産被保険者につき第９条の規定によ

り算定した被保険者均等割額（第１項に

規定する金額を減額するものとした場合

にあっては、その減額後の被保険者均等

割額）の１２分の１の額に、当該出産被

保険者の産前産後期間のうち当該年度に

属する月数を乗じて得た額 

 （出産被保険者に係る届出） 

 第２４条の３ 国民健康保険税の納税義務者

は、出産被保険者が世帯に属する場合には

、次に掲げる事項を記載した届書を市長に

提出しなければならない。 

 （１）納税義務者の氏名、住所、生年月日及

び個人番号（行政手続における特定の個

人を識別するための番号の利用等に関す

る法律（平成２５年法律第２７号）第２

条第５項に規定する個人番号をいう。以

下同じ。） 

 （２）出産被保険者の氏名、住所、生年月日

及び個人番号 

 （３）出産の予定日 

 （４）単胎妊娠又は多胎妊娠の別 

 （５）その他市長が必要と認める事項 

 ２ 前項の届書の提出に当たり、当該納税義

務者は、次に掲げる書類を添えなければな

らない。 

 （１）出産の予定日を明らかにすることがで

きる書類 

 （２）多胎妊娠の場合には、その旨を明らか

にすることができる書類 

 （３）出産後に前項に規定する届出を行う場

合には、出産した被保険者と当該出産に

係る子との身分関係を明らかにすること

ができる書類 

 ３ 第１項の規定による届出は、出産被保険

者の出産の予定日の６月前から行うことが

できる。 

 ４ 第１項の規定にかかわらず、市長が、当

該出産被保険者について同項各号に掲げる

事項及び第２項各号に掲げる書類において

明らかにすべき事項を確認することができ
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現   行 改 正 後 

る場合は、第１項の規定による届出を省略

させることができる。 
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